
・　１部

・　保 全に関する 資料等（標 仕１.７.３ による）

・　修正 ＣＡＤデー タ

・　設 けない

・　低圧 電力・ 　従量電灯 　（　・　 Ａ　　・　 Ｂ　　・　 Ｃ　）

※「低 騒音型・低 振動型建設 機械の指定 に関する規 定」（建設 省告示第１ ５３６号） に基づき指 定された ２ １．屋外の 支持金物

　建設 機械を使用 する。 及 びプルボッ クス

※「排 出ガス対策 型建設機械 指定要領」 に基づき指 定された建 設機械を使 用する。

（対象機 種：バック ホウ、ブル ドーザ、ト ラクタショ ベル、発動 発電機、油 圧ユニット 等但し、デ ィーゼルエ ンジ

ン（エン ジン出力７ .５Ｋｗ以 上２６０Ｋ ｗ以下）を搭 載したもの に限る。）

２ ２．塗　　 　　　色

　　　

２ ３．呼　　 　び　　　 線

※本工 事に必要な 工事用電力 、水等の費 用及び官公 署その他の 関係機関へ の諸手続等 に要する費 用は、

　請負 者の負担と する。

２ ４．プレー トの材質

　構内 につくるこ とが ・ 　できる ・　で きない

２ ５．カバー プレート及 び

　 ・　設ける （　　　　 　　　　号 ） ノ ズルプレー ト等の

刻 印

・　別 契約の関係 請負者が定 置したもの は、無償で 使用できる 。

・　本 工事で設置 する。

２ ６．その他 の表示

（１）引き渡し を要するも の

・　有り　 （ ）

（２）引渡しを 要するもの 以外

・　構外搬 出適正処理

（３）特別管理 産業廃棄物

・　有り　 （ＰＣＢ使 用機器： ）

※ＰＣＢ使 用機器は関 係法令によ り適切に処 理し、建物 管理者に引 き渡す。

（４）再利用又 は再資源化 を図るもの

・　有り　 （ ）

・　構 内指示の場 所に敷きな らし ・ 　構内指示 の場所にた い積 ・　構外搬 出適切処理

２ ７．地中線 の埋設標

※下記 のものを監 督職員に提 出する。

　撮影箇 所及び方法 については 、国土交通 大臣官房官 庁営繕部監 修「工事写 真の撮り方 （改訂第２ 版）建
築設備編 」及び監督 職員の指示 による。　

　なお、 工事写真の 提出は、カ メラ（フィ ルム）又は デジタルカ メラとする 。 ２ ８．標識シ ート

区　分 分類・規 格 提 出部数 備　　 　考

着 工前 カラ ー・サービ スサイズ １部 ２ ９．電　路 　の　保　 護

工 事中 カラ ー・サービ スサイズ １部

　　 完　成 カラ ー・サービ スサイズ １部
全景につい ては、原則 として外

構工事完了 後とする

３ ０．接　　 地　　極

※完成 図書　（鍵 、保証書、 取扱説明書 等）

・　１部 ・ 　（　　　 　　）　部

※完成 図

※原図訂 正の上、陽 画複写図２ ツ折り製本 ・　１ 部 ・　（　　 　　　）　 部

・　２ 部 ・　（　　 　　　）　 部

・ 　（　　　 　　）　部

・　建 設副産物実 態調査につ いて ３ １．蛍　光 　灯　器　 具

※電子デ ータにより 、監督職員 に提出する ・　紙 面により、 監督職員に 提出する

・　県 有建物保全 情報システ ムデータシ ートについ て

※電子デ ータにより 、監督職員 に提出する ・　紙 面により、 監督職員に 提出する ３ ２．照明器 具の接地

※施工 図等の著作 権に係わる 当該建物に 限る使用権 は、発注者 に委譲する ものとする 。 ３ ３．電線類

※設備 機器の固定 は、「建築 設備耐震設 計・施工指 針　２００ ５年版」（ 国土交通省 国土技術政 策総合研究所 他　監

修）に より、耐震 強度計算書 を監督職員 に提出し、 承諾を受け るものとす る。

　なお 、設計用水 平地震力、 設計用鉛直 地震力は下 記による。

（１）設計用水 平地震力 ３ ４．コンク リート工事

　設計用 水平地震力 は機器の重 量に、次に 示す設計用 標準水平震 度を乗じた ものとする 。

設置 場所

耐震安 全の分類

・　特 定の施設 ・　一般の 施設

重要機器 一般機器 重要 機器 一般機 器

上層階の天 井以上

２ .０ １.５ １ .５ １.０

（ ２.０） （２ .０） （２.０ ） （１.５）

＜ ２.０＞ ＜１.５＞ ＜１.５ ＞ ＜１.０＞

１階天 井～上層階 の床

１.５ １.０ １.０ ０.６

（ １.５） （１ .５） （１.５ ） （１.０）

＜ １.５＞ ＜１.０＞ ＜１.０ ＞ ＜０.６＞

１階の床以 下　　　　 　

１ .０ ０.６ ０.６ ０.４

（ １.０） （１ .０） （１.０ ） （０.６）

＜ １.５＞ ＜１.０＞ ＜１.０ ＞ ＜０.６＞

　　（注） 　（　　） 内の数値は 防振支持の 機器の場合 に適用する 。

　　　　　 　＜　＞内 の数値は水 槽類に適用 する。

上層階の 定義

　６階建以 下の場合は 最上階、７ ～９階建の 場合は上層 ２階、１０ ～１２階建 ての場合は 上層３階、

１３階以上 の場合は上 層４層とす る。　　

（２）設計用鉛 直地震力

　設計用 鉛直地震力 は設計用水 平地震力の １／２とし 、水平地震 力と同時に 働くものと する。

※重要 機器

・　配電 盤 ・ 　自家発電 装置 ・　直 流電源装置 ・　無停電 電源装置

・　交換 機 ・ 　火災報知 受信機 ・　中 央監視装置

※分電 盤、制御盤 及び端子盤 等の二次以 降の配線経 路は、電線 太さ、電線 本数及び管 径等は監督 職員

　の承 諾を受けて 変更しても 差し支えな い。

　　ま た、機械室 等の床配線 は図面上Ｐ Ｆ管で記載 している場 合であって も、立上げ 部分等の露 出配管部分

　は金 属管とし、 その場合は 全長に亘っ て接地線を 設ける。

※姿図 の形状寸法 等は、図面 表示と多少 相違しても よい。

※埋込 分電盤の場 合は予備の 配線用遮断 器数に応じ 、次のよう に予備配管 を設ける。

天井スラ ブの場合 天 井又は梁下 ２００㎜ま で仕上げジ ョイントボ ックス取付

二重天井 の場合 天 井内まで仕 上げ、ジョ イントボッ クス取付

配　　管 予 備の配線用 遮断器 ４個以 下…（ＰＦ ２２相当） ×１

５個以 上…（ＰＦ ２２相当） ×２

　７．施 工中の安全 確保

及び環境 保全

Ⅰ 　工　事　 概　要

１． 工　事　名 　称

２． 工　事　場 　所

　８．工 事用電力、 水、

３． 建　物　概 　要 その他

建　 物　名　称 構 　造 階　 数
建築面 積

（㎡ ）

延面積

（㎡）

消防法施行 令
備　考

別表第一区 分 　９．工 事用仮設物

１０．監 督員事務所

４． 工　事　種 　目　（○ 印のついた ものを適用 する） １１．足 場・桟橋類

工　事 　種　目

建物 別及び屋外

屋外
１２．発 生材の処理

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１ １３．残 土処理

１２

１３

１４ １４．工 　　事　　 写　　真

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

１５．完 　成　図　 書

Ⅱ 　工　事　 仕　様

１． 共　通　仕 　様

（１）　特記仕 様及び図面 に記載され てない事項 は、すべて 国土交通省 大臣官房官 庁営繕部監 修の公共建 築工事標準 仕様書（電 気設備工事

　　　　

（２）　機械設 備工事及び 建築工事を 本工事に含 む場合は、 機械設備工 事及び建築 工事はそれ ぞれの工事 仕様書を適 用する。

なお、機 械設備工事 の工事仕様 書は（　／ 　）図、建 築工事書の 仕様は（　 ／　）図に よる。

２． 特　記　仕 　様

（１）　項目は 、番号に○ 印の付いた ものを適用 する。 １６．施 工図の取扱 い

（２）　特記事 項は、「　 ・」　に　 ○　印のつ いたものを 適用する。

○の付か ない場合は 、※印の付 いたものを 適用する。 ○印と※印 の付いた場 合は、共に 適用する。

１７．耐 　震　施　 工

項　　目 特　　　記　　　事　　　項

　１ ．工事実績 情報の登録 ※ 適用する。

（工 事カルテ）

　２ ．建設リサ イクル法 ・ 　対象工事 ・　対 象外工事 ・　請負代 金の額によ る

対象建
築工事

対象建設 工事の種類 規 模の基準

建築 物の解体 床 面積の合計 ８０㎡

建築 物の新築・ 増築 床 面積の合計 ５００㎡

建築 物の修繕・ 模様替（リ フォーム等 ） 請 負代金の額 １ 億円

建築 物以外のも のの解体・ 新築等（土 木工事等） 請 負代金の額 ５００万円

　３ ．機材等 ※ 設備機材等 は、設計図 書に規定す る所要の品 質及び性能 を有するも のとし、ＪＩ Ｓ及びＪＡ Ｓマーク表 示の

　 ない機材及 びその製造 者等は、つ ぎの（１） ～（６）の 事項を満た すものとする 。

（１ ）　機材等 が所要の品 質・性能を 確保し、試 験データが 整備されて いること。

（２ ）　生産施 設及び品質 の管理が適 切に行われ ていること 。

（３ ）　安定的 な供給が可 能であるこ と。

（４ ）　法令等 で定める許 可、認可、 認定または 免許等を取 得している こと。

（５ ）　製造又 は施工の実 績があり、 その信頼性 があること 。

（６ ）　販売、 保守等の営 業体制が整 えられてい ること。

　な お、これら の機材を使 用する場合 は、設計図 書に定める 品質及び性 能を有する ことの証明 となる資料
又は 外部機関（ 　（社）　 公共建築協 会　他）が 発行する資 料等の写し を監督職員 に提出して 承諾を受け るもの

とす る。

　

　４ ．電気工作 物の種類 ・ 　一般用 ・　自 家用 １８．電 線本数・管 路など

　５ ．電気工事 士 ※ 契約電力５ ００ｋＷ以 上の場合は 、第１種電 気工事士に より施工を 行う。

１９．形 状・寸法等

　６ ．契　　約 　　種　　 別 ・ 　業務用電 力 ・　臨 時電力

・ 　高圧電力 　（　・　 Ａ　　　　 ・　Ｂ　） ２０．予 　　備　　 配　　管

※ 新築におけ る工事目的 物の引渡し までの基本 料金及び使 用電力料金 は、請負者負 担とする。

電灯設備

動力設備

電熱設備

雷保護設備

受変電設備

静止形電源 設備

発電設備

構内情報通 信網設備

構内交換設 備

情報表示設 備

映像・音響 設備

拡声設備

呼出し設備

テレビ共同 受信設備

テレビ電波 障害防除設 備

監視カメラ 設備

駐車場管制 設備

防犯・入退 室管理設備

火災報知設 備

中央監視制 御設備

構内配電線 路

構内通信線 路

撤去工事

※屋 外の支持金 物、ボルト 及びナット などは、溶 融亜鉛めっ き仕上げ又 はステンレ ス製とする 。

※屋 外に使用す るプルボッ クスは、図 面に特記な き場合は、 ステンレス 製とする。

※盤 類、電線管 その他の塗 装色は、特 に指示しな い場合は、 ２.５Ｙ９／ １とする。

※長 さ１ｍ以上 の入線しな い電線管に は、１.２ ｍｍ以上のビ ニル被覆鉄 線を挿入す る。

フラ ッシュプレ ート ・　ステ ンレス又は 新金属 ・　 樹脂製（カ ラープレー ト含む）

フロ アプレート ・　砲金 製 ・　 アルミ合金 製

※刻 印の直径は １０ｍｍ、 文字は黒色 とし下記に よる。

電灯 動力 電 話 表　　 示　　　

電気 時計 電鈴 イ ンターホン 放　　 送　　　

テレ ビ共聴 火報 防 犯 ガス漏 れ　　

シル バーケア ＬＡＮ

※ス イッチ、コ ンセントで 用途の判別 のし難いも の及び３連 以上のスイ ッチは表示 する。

※ハ ンドホール ・マンホー ルのふたは 、下図によ る。用途種 別を刻印す る。

　 ハンドホー ル鉄ふた姿 図

県旗マー ク

用途種別

電力

通信

電気

用途種別 弱電

高圧

※構 内線路にお ける埋設標 の材質及び その個数は 、図面に記 載のない場 合は次によ る。

　　 　　　・　 鉄製（　　 　　箇所） 　　　　・ 　コンクリ ート製（　 　　　箇所 ）

※標 識シートは 、２倍長以 上重ね合せ を使用し、 低圧地中幹 線路及び通 信地中幹線 路にも設け る。

※特 記のない引 き下げ部分 及び露出部 分の配線は ＭＭ１（Ａ 型）にて保 護する。

※貫 通部分の配 線は、金属 管などにて 保護する。

※接 地極の材料 は下記によ る。

接 　地　種　 別 接　　　 　地　　　 　極

Ａ種 ＥＰ（アースプレート　１.５ｔ×９００×９００銅板）

Ｂ種 ＥＰ（アースプレート　１.５ｔ×５００×５００銅板）

Ｃ種及びＤ 種
Ｅ Ｂ （ ア ー ス ブ ロ ッ ク 　 Ｄ ＝ １ ４ ， 　 Ｌ ＝ １ ,５ ０ ０ ， よ り 線 ２ ２ ゜ × ３ ０ ０ 　 銅 製 接 地 棒 ）

　 接 地 線 太 さ ３ ０ ｍ ｍ 以 上 は ２ 本 使 用

※Ｈ ｆ蛍光灯安 定器は、記 載無き場合 はＰＨ型と する。

・　 コードペン ダント以外 の放電器具 及び水気の ある場所の 白熱灯器具 は接地する 。

　な お、金属管 配線の場合 は、配管を 利用しても よい。（乾 燥した場所 のコンパク ト器具（２ ７Ｗ以下） を除く）

※本 工事におい ては、ＩＶ 電線・ＶＶ Ｆケーブル を原則使用 するものと する。

※ビ ニル電線等 を使用する 旨の記載が あるものは 、ケーブル の規格に読 みかえ使用 する。

※ケ ーブルの電 線の色別は 、原則とし て標仕によ る。

　た だし、ケー ブルの一心 を接地線と して使用す る場合は、 緑色の心線 とする。

コン クリート製造 工場の選定

　 　 ※Ｊ ＩＳ表示認定 工場で、生 コンクリー ト品質管理 監査会議の 監査に合格 した工場

　上記 工場で製造 されたレデ ィーミクス コンクリー トを使用す る場合には 、「品質管 理監査合格 証」

の写し 及び「配合 報告書」の みの提出と し、セメン ト、骨材、 練り混ぜ水 、混和剤の 試験成績表 及び

配合計 算書の提出 を省略する ことができ る。

　・ 上記以外の工 場

小規 模工事の品質 管理試験

　小規 模工事（１ 工種の総使 用量が５０ ｍ３未満） のうち、構 造上の安全 確保が必要 な部分を除 き、
１日の 打設量が１ ０ｍ３未満 の場合は、 ＪＩＳ表示 認定工場の 品質証明書 （別途様式 ）の提出に より、

スラン プ試験、空 気量試験、 塩化物試験 、コンクリ ート強度試 験を省略す ることがで きる。

　ただ し、監督員 の指示があ った場合は 、この限り ではない。

　　

　　

　　

Ⅲ 　機　器　 取　付　高

設計図書 に特記なき 壁付、壁掛 形の機器等 の取付高は 下表を標準 とし、監督 員の承諾を 得るものと する。

名　　　 　称 測点 取 付高（㎜） 名　　　　 称 測 　点 取付 高（㎜）

　 取引用計器 地上 ～窓中心 １,８００～２ ,０００　 端子盤 天井 下～上端 ２００（上端１,９００以下）

　 引込用計器 地上～中心 １,８００～２ ,２００　 中間端子盤 （ＥＰＳ、 電気室） 床 上～中心 １,５００

　 引込開閉器 箱（低圧） 床上～上端 １,５００ 　 集合保安器 箱 天井 下～上端 ２００

　 分電盤、制 御盤、実験 盤 床上～中心 １,５ ００（上端 １,９００以 下）　 壁付電話機 床 上～中心 １,３００

　 開閉器箱 〃 １,５００ 　 親時計 床 上～中心 １,５００（上端１,９００以下）

　 ホーム分電 盤 〃 （ 天井高）× ０.９ 　 子時計・ス ピーカ 〃 （ 天井高）×０ .９

　 アッテネー タ 〃 １,３００

　 スイッチ（ 一般） 〃 １,３００ 　 増幅器用位 置ボックス 〃 ５００

　 　　〃　　 （身体障害 者用） 〃 ９００ 　 出退表示盤 〃 （ 天井高）×０ .９

　　コンセント、電話用アウトレット 〃 ３００ 　 発信器（出 退表示用） 〃 １,３００

　　　直 列ユニット （一般） 　 ベル・ブザ ー・チャイ ム 〃 （ 天井高）×０ .９

　　コンセント、電話用アウトレット 〃 ２００

　　　直 列ユニット （和室） 　 インターホ ン 〃 １,３００

　　コンセント、電話用アウトレット 台上～中心 １５０ 　 インターホ ン子機（身 障者用） 〃 １,１００

　　　直 列ユニット （台上） 　 壁付位置ボ ックス（一 般） 〃 ３００

　 コンセント ガスコックとの離隔 ２０ ０以上 　 壁付位置ボ ックス（和 室） 〃 ２００

　 コンセント （車庫） 床上～中心 ８００ 　 呼出ボタン （身体障害 者用） 〃 ９００

　 復帰ボタン （　　　〃 　　　　） 〃 １,８００

　 壁付灯（一 般） 〃 ２ ,１００～ ２,３００ 　 廊下表示灯 （　　　〃 　　　　） 〃 ２,０００

　 壁付灯（踊 場） 〃 ２ ,０００～ ２,５００ 　 　シルバー ケア用位置 ボックス 〃 ９００

　 壁付灯（鏡 上） 鏡上 端～中心 １５０

　 避難口誘導 灯 床上～下端 １,５ ００以上 　 　火報受信 機（複合盤 ） 床上 ～操作部 ８０ ０～１,５ ００

　 廊下通路誘 導灯 床上～上端 １,０ ００以下 　 副受信機、 総合盤、発 信器 床 上～中心 ８０ ０～１,５ ００

　 操作スイッ チ押し釦 床上～中心 １,３００ 　 警報ベル 〃 （ 天井高）×０ .９

　 警報盤 〃 １,８００ 　 表示灯 〃 （ 天井高）×０ .８

　 給油ボック ス 地上 ～給油口 １,０００ 　 連動制御器 （自動閉鎖 ） 〃 １,５００

　サーモ・ヒューミディ用位置ボックス 床上～中心 １,５００ 　 ガス漏れ検 知器（ＬＰ ガス） 〃 ３００

　 　　 　　 〃 　　 　　 　（ 都市 ガス ） 天井 面～中心 （天井面 ）－２００

（注）天井 高３,０００ ｍｍ以上の 場合は、監 督員と協議 する。

Ⅳ 　他　工　 事　と　の 　取　合　 い

工　 　事　　内 　　容
本工事

（電気工事 ）
建 築工事

機械設備

工事

機　器 　の　基　 礎

電気関係

　配電 盤、制御盤 の基礎

屋内

屋外

屋上

　自家 用発電機の 基礎（アン カーボルト 除く）

　テレ ビアンテナ 基礎（　　 　　　〃　 　　　　）

　避雷 針の基礎（ 　　　　　 〃　　　　 　）

機械関係

　屋内 設備

　屋上 設備（架台 、アンカー ボルトを除 く）

　屋外 設備

　 架台、アン カーボルト （電気及び 機械関係以外 ）

　 特記した基 礎（電気及 び機械関係 以外）

開 　口　部

　 梁、床、壁

　 　貫通スリ ーブ

　補強 を要するも の

　補強 を要しない もの

　 梁、床、壁
　 　貫通部型 枠

　補強 を要するも の

　補強 を要しない もの

　 軽量鉄骨下 地、壁、
　 天井ボード 類の切込

　補強 を要するも の

　補強 を要しない もの

　 埋込形分電 盤、
　 　端子盤等 の型枠

　補強 を要するも の

　補強 を要しない もの

　 上記の開口 部の補強

　 上記の開口 部の墨だし

　 スリーブの 穴埋（型枠 の穴埋を含 む）

　 ＯＡフロア ー用配線器 具

　点　検　 口 　 床、天井、 壁

　外部取付 ガラリ 　 ダクト、チ ャンバーの 接続用フラ ンジを含む

　湯沸かし 室のフード

　換気扇の 取付枠

　流　し　 台 　 排水トラッ プ共

防 　油　提 　 オイルサー ビスタンク の防油提
自家発用

空調用

　床下水槽 のマンホー ル

屋外配 水管
　 雨水

　 汚水、雑排 水

　雨水立管 （たてどい ）

　身障者用 便所手すり

　はめ込形 洗面器用カ ウンター（ 前板共）

　ガスボン ベ転倒防止 用の鎖

電気配 管配線

　自動ドア及び電動シャッターなどの制御部と操作スイッチ間の

　 　配管配線 及び操作ス イッチ

　 防火扉レリ ーズ

　 電極棒

　 配線ピット 及びふた

　 機器などへ の接続（１ 次側）

　 機器附属の 制御盤以降 の配管配線 （接地共）

　 機器附属の 制御盤への 電源供給配 管配線

　 自動制御盤 と動力盤と の電源供給 の渡り配管配 線

　 自動制御盤 と動力盤と の操作回路 の渡り配管配 線

　天井吊り形ＦＣＵ、個別パッケージ、全熱交換ユニット等の
　 　機器と付 属操作スイ ッチとの渡 り配管（接地 共）

　天井吊り形ＦＣＵ、個別パッケージ、全熱交換ユニット等の
　 　機器と付 属操作スイ ッチとの渡 り配線

　天井吊り形ＦＣＵ、個別パッケージ、全熱交換ユニット等の
　 　機器と付 属操作スイ ッチ

　天井吊り形ＦＣＵ、個別パッケージ、全熱交換ユニット等の

　 　機器と付 属操作スイ ッチの埋込 ボックス

　 個別パッケ ージの室内 機、室外機 の渡り配線（ 接地共）

　 煙感知器か ら連動操作 盤を経て防 煙ダンパに至 る配管配線

　 小便器用節 水装置の制 御盤以降の ２次側の配管 配線

　ガス漏れ 検知器

電　気 　錠
　 電気錠及び 通電金具

　 ＴＥＮキー 及び制御盤

　エレベー ター出入口 三方枠

　シャワー ユニット、 バスユニッ ト、洗濯機 パン

システ ム天井

　 ボード、Ｔ バー

　 照明ライン 設備プレー ト

　 空調ライン 設備プレー ト

平屋
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